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特報

●岩手県大船渡市における林野火災に対する消防機関の活動について
●大規模土砂災害時における救助能力の高度化について
●�「令和６年度救急業務のあり方に関する検討会報告書」の概要
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日本損害保険協会は、「防火ポスターの作成」や「自治体・離島への軽消防自動車の寄贈」を通じて、全国の防災・防火力強化を図っています。

地震による火災は、火災保険では補償されません。地震保険で備えましょう。

一般社団法人 日本損害保険協会  会員会社（2025年4月1日現在）
あいおいニッセイ同和損保／アイペット損保／アクサ損保／アニコム損保／イーデザイン損保／AIG損保／エイチ・エス損保／SBI損保／au損保／ドコモ損保／キャピタル損保／共栄火災／さくら損保／ジェイアイ／セコム損保／全管協れいわ損保
ソニー損保／損保ジャパン／SOMPOダイレクト／大同火災／東京海上日動／トーア再保険／日新火災／日本地震／ペット＆ファミリー損保／三井住友海上／三井ダイレクト損保／明治安田損保／ヤマップネイチャランス／楽天損保／レスキュー損保

住宅用火災警報器は点検・交換が必要です。

後援：防災に関する
情報はコチラ

住宅防火の
ポイントは
コチラ

2025年度全国統一防火標語

https://www.fdma.go.jp

